
 

令和７年度ふくしま企業脱炭素化支援事業業務 委託契約書（案） 

 

委託業務の名称  令和７年度ふくしま企業脱炭素化支援事業業務 

業 務 の 内 容  別紙「令和７年度ふくしま企業脱炭素化支援事業委託仕様書」（以

下「仕様書」という。）のとおり。 

委 託 料 の 額  金         円 

（うち消費税及び地方消費税の額 金          円） 

委 託 期 間  契約締結日から令和８年３月３１日（火）まで 

契 約 保 証 金  金         円（又は免 除） 

 

 上記の業務について、委託者「福島県」を甲とし、受託者「     」を乙

（以下「乙」という。）として、次の条項に定めるところにより契約を締結し、

信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 

（総則） 

第１条 乙は、頭書の仕様書に基づき、頭書の契約の金額（以下「委託料」とい

う。）をもって、頭書の契約の期間（以下「履行期限」という。）までに頭書

の委託業務を完了しなければならない。 

２ 前項の仕様書に明記されていない仕様があるときは、甲乙協議して別に定め

るものとする。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第２条 乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を、甲の承諾なしに、譲渡

し、承継させ、又は担保に供してはならない。 

（再委託の禁止） 

第３条 乙は、この契約の履行について、業務の全部又は一部（主たる部分に限

る。）を第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 

２ 乙は、業務の一部（主たる部分を除く。）を第三者に委任し、又は請け負わ

せようとするとき（以下「再委託」という。）は、あらかじめ再委託の相手方

の住所、名称、再委託を行う業務の範囲、再委託の必要性、その他甲が必要と

する事項を記載した書面を甲に提出し、承諾を得なければならない。再委託の

内容を変更しようとするときも同様とする。 

３ 前項の規定により甲の承諾を得て業務の一部を第三者に再委託する場合、乙

は、当該第三者（以下「再委託先」という。）に対し、この契約により乙が負

担する義務と同等の義務を課すとともに、再委託先の義務の履行その他の行為

について一切の責任を負うものとする。 

（契約の変更等） 

第４条 甲は、必要と認めるときは、この契約の内容を変更し、又は一時中止す

ることができる。この場合において、委託料の額又は履行期限を変更する必要



 

があると認めるときは、甲乙協議して書面によりこれを定める。 

２ 前項の場合において、乙が損害を受けたときは、乙は甲に対して損害の賠償

を請求することができる。この場合の賠償額については、甲乙協議して定める。 

（損害負担） 

第５条 委託業務の実施に関して発生した損害（第三者に与えた損害を含む。）

のため必要を生じた経費は乙の負担とする。ただし、その損害が甲の責めに帰

すべき事由による場合においては、その損害のために生じた経費は甲が負担す

るものとし、その額は甲乙協議して定める。 

（天災地変、不可抗力による無償延期等） 

第６条 天災地変、不可抗力その他乙の責めに帰すことができない事由により期

限内に委託業務を完了することができないときは、乙は甲に対し、速やかにそ

の事由を詳記して、履行期限の延長又は契約の一部変更若しくは解除の申出を

することができる。この場合において、甲は、その事由を相当と認めたときは、

遅延利息又は第15条に定める違約金を徴収することなく、これを承認するもの

とする。 

（検査及び引渡し） 

第７条 乙は、業務の完了を得たときは、遅滞なく書面により甲に通知しなけれ

ばならない。 

２ 甲は、前項の通知を受けたときは、通知を受けた日から10日以内に業務の完

了を確認するための検査を行い、当該検査の結果を速やかに乙に通知するもの

とする。 

３ 前項の検査の結果不適合となったときは、乙は遅滞なく甲の指示に従って是

正措置を講じ、甲の再検査を受けなければならない。是正措置に要する経費は

乙の負担とする。 

なお、この場合の再検査の期日については、前項の規定を準用する。 

４ 第２項の検査に合格したものについてはその引渡しを受けるものとする。 

（委託料の支払） 

第８条 乙は、前条の規定による検査に合格したときは、甲に対して委託料の支

払いを請求するものとする。 

２ 甲は、前項の規定による支払の請求があったときは、その日から30日以内に

支払うものとする。 

３ 甲は、委託業務完了後において、乙に委託業務により発生した収入があると

認めたときは、乙に対しその額の返還を命じるものとする。 

（乙の責めに帰すべき事由による履行期限の延長及び遅延利息） 

第９条 乙の責めに帰すべき事由により、期限内に委託業務の完了の見込みがな

いときは、乙は、その事由を付した書面をもって、甲に履行期限の延長を申し



 

出なければならない。 

２ 前項の場合において、期限後相当の期日内に委託業務が完了する見込みがあ

るときは、甲は、乙から支援利息を徴収することを条件として履行期限を延長

することができる。 

３ 甲は、前項の規定により履行期限を延長することを認めたときは、その旨を

乙に通知するとともに当該履行期限の延長に関する契約を乙との間に結ぶも

のとし、乙はこれに応ずるものとする。 

４ 第２項に規定する遅延利息の額は、当初の履行期限から延長後の履行期限ま

での期間の日数に応じ、委託料に年2.5％の割合で計算した額（当該額に100

円未満の端数があるとき、又はその全額が100円未満であるときは、その端数

金額又はその全額を切り捨てる。）とする。 

５ 甲の責に帰すべき事由により、前条第１項の規定による委託料の支払いが遅

れたときは、乙は甲に対してその遅延期間の日数に応じ、委託料の額に年2.5％

の割合で計算した額（当該額に100 円未満の端数があるとき、又はその全額が

100 円未満であるときは、その端数全額又はその全額を切り捨てる｡）の遅延

利息の支払いの請求をすることができる。 

（契約不適合責任） 

第10条 甲は、履行された業務が、仕様、品質又は数量に関して契約の内容に適

合しないもの（以下「契約不適合」という。）があるときは、当該契約不適合

を知ったときから１年以内に限り、乙に対して、当該業務の修正、代替業務の

実施又は不足分に係る業務実施等による履行の追完を請求することができ、乙

はこれに応じるものとする。 

２ 甲は、乙が前項の契約不適合の修正等の請求に応じない場合は、乙に対し、

当該契約不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。 

（甲の催告による解除権） 

第11条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定めて

その履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除すること

ができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及

び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。また、解

除により乙に損害があっても、甲はその賠償の責めを負わない。 

一 履行期限内にこの契約を履行しないとき又は履行期限後相当の期間内に

履行の見込みがないとき。 

二 正当な理由なく、前条第１項の履行の追完がなされないとき。 

三 前二号に掲げる場合のほか、乙が契約に違反し、その違反によって契約の

目的を達成することができないと認められるとき。 

（甲の催告によらない解除権） 

第12条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解

除することができる。この場合において、解除により乙に損害があっても、甲



 

はその賠償の責めを負わない。 

一 債務の全部の履行が不能であるとき。 

二 乙がこの契約の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

三 乙の債務の一部の履行が不能である場合又は乙がその債務の一部の履行

を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約

をした目的を達することができないとき。 

四 契約の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履

行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、乙が履

行をしないでその時期を経過したとき。 

五 前各号に掲げるほか、乙がその債務の履行をせず、甲が前条の催告をして

も契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明

らかなとき。 

六 乙が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（乙が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与して

いる者を、乙が法人である場合にはその役員、その支店又は常時契約を締

結する事務所の代表者その他経営に実質的に関与している者をいう。以下

この号において同じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団（以下この条

において「暴力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下

この条において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三

者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどして

いると認められるとき。 

ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供

与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しく

は関与していると認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利

用するなどしていると認められるとき。 

ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

ヘ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手

方がイからホまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約

を締結したと認められるとき。 

ト 乙が、イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材

料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（ヘに該当する場合を

除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこれに従わなか

ったとき。 

七 乙が暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者

若しくは社会的非難関係者（福島県暴力団排除条例施行規則（平成23年福島



 

県公安委員会規則第５号）第４条各号に該当する者）に契約代金債権を譲渡

したとき。 

（乙の催告による解除権） 

第13条 乙は、甲がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の

催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。

ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の

社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

（乙の催告によらない解除権） 

第14条 乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約の解除を

することができる。 

一 仕様書等の大幅な変更により、契約の目的を達することができないとき。 

二 甲の責めに帰すべき事由により乙が契約を履行することができないとき。 

（契約が解除された場合の違約金） 

第15条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、乙は違約金として契約

金額又は契約解除部分相当額の10分の１を甲に納付しなければならない。 

  また、契約解除により甲に損害を及ぼしたときは、甲が算定する損害額を乙

は甲に納付しなければならない。ただし、天災地変、不可抗力等乙の責めに帰

すことのできない事由による解除の場合は、この限りでない。 

一 第11条及び第12条の規定によりこの契約の全部又は一部が解除された場

 合 

二 乙がその債務の履行を拒否し、又は、乙の債務について履行不能となった

場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当する場

合とみなす。 

一 乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年

法律第75号）の規定により選任された破産管財人 

二 乙について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成

14年法律第154号）の規定により選任された管財人 

三 乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成

11年法律第225号）の規定により選任された再生債務者等 

（遅延利息等の相殺） 

第16条 この契約に基づく遅延利息、違約金又は賠償金として、甲が乙から徴収

すべき金額があるときは、甲はこれを委託料と相殺し、なお不足を生ずるとき

は更に追徴することができる。 

２ 甲は、この契約に基づき甲が乙に対して有する遅延利息、違約金及び賠償金

にかかる債権につき、その保全上必要があるときは、乙に対し、その業務若し

くは資産の状況について質問し、帳簿書類その他の物件を調査し、又は参考と



 

なるべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

３ 甲は、乙が前項の規定に違反して質問に対する応答、報告等をせず、若しく

は虚偽の応答、報告等をし、又は調査を拒み、妨げ、若しくは忌避したときは、

当該債権の全部又は一部について、履行期限を繰り上げることができる。 

（談合による損害賠償） 

第17条  甲は、この契約に関し乙が次の各号のいずれかに該当するときは、契約

の解除をするか否かを問わず、賠償金として、契約金額の10分の２に相当する

額を請求し、乙はこれを納付しなければならない。ただし、第１号又は第２号

のうち命令の対象となる行為が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する

法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第２条第９項の規

定に基づく不公正な取引方法（昭和57年公正取引委員会告示第15号）第６項で

規定する不当廉売に当たる場合その他甲が特に認める場合はこの限りでない。 

一 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして、独占禁止法第49条の規

定による排除措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。 

二 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして、独占禁止法第62条第１

項の規定により課徴金の納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。 

三  乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）に対し、刑法

（明治40年法律第45号）第96条の６の規定による刑が確定したとき。 

２ 前項の規定は、この契約の履行が完了した後においても適用するものとする。

なお、甲が受けた損害額が前項の規定により計算した賠償金の額を超える場合

において、甲は、その超過分に対して賠償を請求することができるものとし、

乙はこれに応じなければならない。 

（名義変更の届出） 

第18条 乙は、代表者に変更があったときは、遅滞なく代表者変更に係る登記事

項証明書その他のこれを証する書面を添えて甲に届けなければならない。 

（個人情報の保護） 

第19条 乙は、この契約による業務を行うため個人情報を取り扱うに当たっては、

別記「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。 

（秘密の保持） 

第20条 乙は、業務の実施に関し知り得た事実について、その秘密を守らなけれ

ばならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（契約外の事項） 

第21条 この契約に定めのない事項及びこの契約に定める事項に関する疑義に

ついては、必要に応じて、甲乙協議して定めるものとする。 

（紛争の解決方法） 

第22条 前条の規定による協議が整わない場合、この契約に関する一切の紛争に

関しては、甲の所在地を管轄とする裁判所を管轄裁判所とする。 

 

 



 

 

 

この契約の証として、本書２通を作成し、当事者記名押印の上それぞれ１通を

保有する。 

 

  令和７年  月  日 

  

     甲  福島県福島市杉妻町２番16号 

        福島県 

    福島県知事 内堀雅雄 

              

     乙   

 



 

 別記 

個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 

第１ 乙は、この契約による業務（以下「業務」という。）を行うに当たっては、

個人の権利利益を侵害することのないよう個人情報を適正に取り扱わなけれ

ばならない。 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な

目的に使用してはならない。なお、この契約が終了した後においても、同様とす

る。 

２ 乙は、業務に従事している者に対し、当該業務に関して知り得た個人情報をそ

の在職中及び退職後においてみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用して

はならないことなど個人情報の保護に関して必要な事項を周知させるものとす

る。 

（収集の制限） 

第３ 乙は、業務を行うために個人情報を収集するときは、当該業務の目的を達成

するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならな

い。 

（目的外利用・提供の禁止） 

第４ 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、業務に関して知り得た個人情報

を契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

（安全管理措置） 

第５ 乙は、甲より個人情報の取扱いの委託を受けた場合、行政機関等と同様の安

全管理措置を講ずる必要があることから、業務に関して知り得た個人情報の漏え

い、滅失及び毀損の防止その他の個人情報の適切な管理のために、個人情報の保

護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）及び「個人情報の保護に関する法律

についてのガイドライン（行政機関等編）」に基づき必要かつ適切な措置を講じ

なければならない。 

（複写・複製の禁止） 

第６ 乙は、甲の承諾があるときを除き、業務を行うために甲から引き渡された個

人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

（作業場所の指定等） 

第７ 乙は、業務のうち個人情報を取り扱う部分（以下「個人情報取扱事務」とい

う。）について、甲の指定する場所で行わなければならない。 

２ 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、前項の場所から業務に関し取り扱

う個人情報が記録された資料等を持ち出してはならない。 

（資料等の返還等） 

第８ 乙は、業務を行うために甲から提供を受け、又は自らが収集した個人情報が

記録された資料等をこの契約の終了後直ちに甲に返還し、若しくは引き渡し、又

は消去し、若しくは廃棄しなければならない。ただし、甲が別に指示したときは、

この限りでない。 

２ 乙は、前項の規定により電子記録媒体に記録された個人情報を消去又は廃棄す



 

る場合は、当該個人情報が復元できないように確実に消去又は廃棄しなければな

らない。 

３ 乙は、第１項の規定により個人情報を消去又は廃棄した場合は、当該個人情報

の消去又は廃棄を行った日時、担当者名及び方法を記載した報告書を甲に提出

し、確認を受けなければならない。 

（事故発生時における報告等） 

第９ 乙は、個人情報の漏えい、滅失、毀損その他の事態及びこの契約に違反する

事態が生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、速やかに甲に報告し

なければならない。 

２ 乙は、前項により報告を行う場合には、併せて被害の拡大防止等の必要な措置

を講じるとともに、情報漏えい等に係る対応について甲の指示に従うものとす

る。 

（調査監督等） 

第 10 甲は、乙における契約内容の遵守状況等について実地に調査し、又は乙に

対して必要な報告を求めるなど、乙の個人情報の管理について必要な監督を行う

ことができる。 

２ 乙は、前項における報告について、甲が定期的な報告を求める場合にはこれに

応じなければならない。 

（指示） 

第 11 甲は、乙が業務に関し取り扱う個人情報の適切な管理を確保するために必

要な指示を行うことができる。 

（再委託の禁止） 

第 12 乙は、甲の承諾があるときを除き、個人情報取扱事務を第三者（再委託先

が子会社（会社法（平成 17 年法律第 86 号）第２条第１項第３号に規定する

子会社をいう。）である場合を含む。以下次項において同じ。）に委託しては

ならない。 

２ 乙は、甲の承諾に基づき個人情報取扱事務を第三者に委託するときは、この契

約により乙が負う個人情報の取扱いに関する義務を再委託先にも遵守させなけ

ればならない。 

（労働者派遣契約） 

第 13 乙は、保有個人情報の取扱いに係る業務を派遣労働者によって行わせる場

合には、労働者派遣契約書に秘密保持義務等個人情報の取扱いに関する事項を明

記しなければならない。 

（損害賠償） 

第 14 乙又は乙の従事者（乙の再委託先及び乙の再委託先の従事者を含む。）の

責めに帰すべき事由により、業務に関する個人情報の漏えい、不正利用、その他

の事故が発生した場合、乙はこれにより第三者に生じた損害を賠償しなければな

らない。 

２ 前項の場合において、甲が乙に代わって第三者の損害を賠償した場合には、乙

は遅滞なく甲の求償に応じなければならない。 

（契約解除） 

第 15 業務に関する個人情報について、乙による取扱いが著しく不適切であると

甲が認めたときは、甲はこの契約の全部又は一部を解除することができる。この



 

場合の違約金は契約書本文の定めるところによる。 
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令和７年度ふくしま企業脱炭素化支援事業業務 委託仕様書（案） 

 

 この仕様書は、福島県（以下「県」という。）が委託する令和７年度ふくしま企業脱

炭素化支援事業業務（以下「本業務」という。）の仕様等に関し、必要な事項を定める

ものである。 

１ 業務名 

  令和７年度ふくしま企業脱炭素化支援事業業務 

２ 目的 

2050 年カーボンニュートラルの実現に向けては、温室効果ガスの排出量の削減が

必要であり、特に県内企業における脱炭素の取組が必要不可欠である。また、国にお

いてはＧＸに関する動きも活発化し、国内企業では取引先にも温室効果ガス排出量

の削減を要請する事例が見られているなど、脱炭素経営は喫緊の課題になっている。 

しかしながら、県内企業は、震災からの復興や物価高騰対策、人材不足に伴う事業

承継、ＤＸ化の推進など、多くの経営課題に直面しており、脱炭素経営へのシフト

は、特に中小企業を中心に進捗が遅れている状況にある。 

このため、県内企業の脱炭素化を支援することを目的として、県内の金融機関や

経済団体、行政、その他関連団体から組織する「（仮称）福島県地域脱炭素推進コン

ソーシアム」を運営するとともに、脱炭素経営に関するセミナー開催、温室効果ガス

排出量の見える化モデルの創出などの業務を行う。 

３ 履行期間 

  契約締結の日から令和８年３月 31 日（火）まで 

４ 業務内容 

受託者は、次に掲げる業務を基本として実施し、追加提案（任意）があれば盛り込

むこととする。詳細は委託者である県、受託者双方協議の上、定めるものとする。 

（１）（仮称）福島県地域脱炭素推進コンソーシアムの運営 

県が令和６年度中に設立する予定の「（仮称）福島県地域脱炭素推進コンソー

シアム（以下「コンソーシアム」という。）」に関する次の業務を行うこと。なお、

コンソーシアムの概要は別紙のとおり。 

ア 運営事務局の設置・運営 

コンソーシアムに係る会議体の企画運営や、県内企業からの相談窓口に関

する事務局を設置すること。 

イ コンソーシアムに係る運営会議の企画、開催・運営 

コンソーシアムに係る各種会議について、目的や各会議体における役割を

達成するために必要かつ実効性のある会議を企画するとともに、構成員との

連絡調整のもとで会議を開催・運営すること。なお、開催方式及び実施回数等

については効果的なものとすること。 

また、会議の開催・運営にあたっての必要な資料作成や情報収集、会場や資

機材の確保、議事録作成等についても業務に含むこと。 
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ウ コンソーシアム設立式の企画、開催・運営 

コンソーシアムが令和７年秋頃に予定している設立式について企画し、出

席者等との連絡調整のもとで開催・運営を行うこと。設立式は、県が別途行う

会議（２００～３００名規模）との併催を想定している。 

なお、設立式の開催に必要な費用（旅費や謝金の支払い、会場や資機材の確

保等）についても業務に含むこと。 

  エ 相談窓口の開設 

  温室効果ガス排出量の見える化や、排出量削減に向けた計画の策定、削減実

行に係る補助金・融資制度など、県内企業の脱炭素経営に関する専用相談窓口

（メール及び電話）を事務局に設置するとともに、設置を周知するためのチラ

シを電子媒体で作成すること。 

なお、専用相談窓口は年末年始・土日・祝日、お盆休み等を除く、９時～１

６時までとする。また、専用相談窓口に相談のあった内容はすべて記録し、県

に提出するものとする。 

（２）脱炭素経営セミナーの開催 

県内企業の脱炭素経営やＥＳＧ投融資の必要性を啓発し、実践を促すための

セミナーを県内企業向け、支援機関（金融機関や経済団体の担当者）向けに開催

すること。開催にあたっては各企業、金融機関、経済団体等が開催する会議情報

等を把握し、より多くの関係者が集まる機会を捉えて開催するなど、効果的な人

材育成機会を提供する開催方式とすること。なお、セミナーは県内企業向けに３

回以上、支援機関向けに１回以上行うこと。 

また、会議の開催・運営にあたっての必要な資料作成や情報収集、アンケート

調査、会場や資機材の確保、議事録作成等についても業務に含むこと。 

（３）温室効果ガス排出量の見える化ツールの配付 

（２）のセミナー参加企業等のうち、50 社を対象として温室効果ガス排出量

「見える化」ツールの配付を行い、「見える化」支援を行うこと。配付する「見

える化」ツールは市販のものとし、クラウドサービスのアカウント等の場合、少

なくとも Scope1 及び 2 を算定できるもので、一定期間のライセンスを配布する

こと。 

また、配布先企業に対して、アンケート調査を行うとともに、ツールで入力・

出力された情報について、企業からの同意のもとで収集し、企業規模や業種毎の

傾向を分析・報告すること。 

（４）脱炭素経営モデル事例の創出 

県が別途募集する、県内の脱炭素経営に向けたモデルとなる企業（県内 10社

程度）に対して、温室効果ガス排出量の算定や、結果を踏まえた削減計画の策定、

計画に基づく削減実行に関する支援を行うこと。具体的には、温室効果ガス排出

量の算定のための省エネ診断士の派遣、削減計画策定のひな形の提供、削減計画

の実行に当たっての融資や補助などの情報提供等を行うものとすること。 

なお、削減計画の策定に当たっては、モデル企業とも十分に相談し、事業規模

に合わせたものとなるよう努めること。 
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（５）とりまとめ 

（１）～（４）の結果についてとりまとめるとともに、（２）～（４）の結果

については、公開可能な情報としてとりまとめること。とりまとめにあたって

は、県内企業・団体や金融機関、経済団体等への波及、地域への横展開について

も考慮したものとすること。 

※ 想定スケジュール 

 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

（１）（仮称）福島県地域

脱炭素推進コンソー

シアムの運営 

    

（２）脱炭素経営セミナ

ーの開催 

    

（３）温室効果ガス排出

量の見える化ツール

の配布 

    

（４）脱炭素経営モデル

事例の創出 

    

（５）とりまとめ 
    

５ 業務実施体制 

（１）受託者は、本業務の遂行に当たっては、十分な知識・能力・経験を有する者を総

括責任者として専従させなければならない。なお、総括責任者は、本業務が終了し

たときは、その内容について厳密な照査検算を行い、錯誤等の修正を行わなけれ

ばならない。 

（２）本業務の企画運営スケジュールの管理を適切に行うこと。 

（３）県と随時打合せを重ね、無理のないスケジュールで進めることができるよう努

めること。 

（４）本仕様書に定めのない事項や疑義が生じた時は、双方協議の上、決定するものと

する。ただし、明示のない事項にあっても、社会通念上、当然必要と考えられるも

のについては、本業務に含まれるものとする。 

６ 権利の帰属 

（１）本事業により作成した各種成果物等に関する一切の権利は、県に帰属するもの

とする。 

（２）上記（１）の成果物等は、県がホームページ、ポスターやパンフレット等への掲

載、また県が許可した広報媒体において二次使用等を行う場合がある。なお、県が

二次使用するにあたり、乙は第三者の有する著作権その他権利を侵害することが

ないよう、必要な許諾を得るものとする。 

 



4 
 

７ 提出物 

（１）業務着手届（様式第１号） 

   任意様式により工程表及び責任者・担当者一覧を添付すること。 

（２）成果品等 

 ア 業務完了届（様式第２号） 

 イ 業務実施報告書（任意様式） 

実施した業務内容についてまとめた報告書を作成し提出すること。 

  ウ  その他 

    その他提出物については県と協議すること。 

（３）提出方法 

紙媒体で各１部提出すること。また、関係する電子データをＤＶＤで納品するこ

と。なお、電子データの納品に当たってはＰＤＦ形式のものに加えて、ＷＯＲＤ、

ＥＸＣＥＬ、ＰＯＷＥＲＰＯＩＮＴ形式等の編集可能なものも含めること。 

（４）提出先 

   環境共生課 

８ その他 

（１）受託者は、本業務の期間中、県との間で随時打ち合わせを行う。 

（２）必要な資料及び情報の収集等は業務に含まれる。なお、本業務の遂行上必要なも

のとして関係機関の協力を得る場合は、あらかじめその趣旨を県に連絡した上で

行うこと。 

（３）業務に係る記録については、ホームページや報告書等で外部公表する可能性が

あるため、関係者から事前に了承を得ておくこと。 

（４）業務の実施に当たり、知り得た内容を第三者に漏らしてはならない。 



（仮称）福島県地域脱炭素推進コンソーシアムについて

○ 県内の金融機関や経済団体、行政、その他関連団体がそれぞれ得意分野を持ち寄り、県内企業の

脱炭素化を後押ししていくための仕組みづくりや、支援のための具体的な取組などについて共有・

議論し、実行していくための支援体制「（仮称）福島県地域脱炭素推進コンソーシアム」を令和６

年度内に設立予定。

（仮称）福島県地域脱炭素推進コンソーシアム

金融機関

■金融サービスの枠組みづくり

■職員育成方法の検討

■啓発・育成イベントの企画や集客

■事例づくりや横展開

■企業や地域団体との連携・支援策の検討

■経営指導員などのスキルアップ

■啓発・育成イベントの企画や集客

■事例づくりや横展開経済団体

支援団体

■省エネ診断などのソリューション支援

■自治体や団体等との連携検討

■脱炭素計画策定に係る支援策検討

■コンソーシアム・分科会の運営

■運営体制の検討、関係者との調整

■財政支援や脱炭素計画など枠組み検討

■県内企業のモデルづくり

・県地球温暖化防止活動推進センター ・福島県

行 政

※構成員は今後、追加することも視野に入れている。

県内中小企業

情報提供・助言融資・助言・対話

補助金・情報提供省エネ診断・助言

1

別紙



（参考）支援体制の充実（分科会の設置）について

○ 県内企業の脱炭素化を後押ししていくための仕組みづくりや、支援のための具体的な取組などにつ

いて具体的に議論するため、コンソーシアムに「財政・金融分科会」、「地域連携分科会」を組織。

（仮称）福島県地域脱炭素推進コンソーシアム 全体会議

財政・金融分科会 地域連携分科会

・ サステナビリティ・リンク・ローン

・ 県や保証協会と連携した制度融資

・ 対象となる金融機関の範囲

金融

・ 脱炭素関連設備の導入の支援

・ 脱炭素経営促進に必要な支援策の支援

・ その他（入札時の加点）

補助金

・ 勉強会やセミナーなどでの合同発信

・ 先進モデルづくりと発信

・ 対象となる金融機関の範囲

対企業

対市町村
・ 産業団地や業界組合の巻き込みでの連携

・ 商工会議所・商工会による支援の枠組

地域金融機関の枠組みづくり 地域団体・行政との連携、経済団体の支援のあり方

2



  

 

様式第１号 

 

令和  年  月  日  

 

福島県知事 様 

 

受注者 住 所            

名 称            

代表者            

 

業務着手届 

令和  年  月  日付けで契約を締結した下記委託業務について着手したので、

届け出ます。 

記 

１ 委託業務の名称 

  令和７年度ふくしま企業脱炭素化支援事業業務 

 

２ 契約金額  

            円 

  （うち、取引にかかる消費税及び地方消費税額          円） 

 

３ 委託の期間    

着  手：令和   年  月  日 

   履行期限：令和   年  月  日 

 

４ 着手年月日 

   令和  年  月  日 

  



  

 

様式第２号 

 

令和  年  月  日  

 

福島県知事 様 

 

受注者 住 所            

名 称            

代表者            

 

業務完了届 

令和  年  月  日付けで委託契約を締結した業務について、下記のとおり完

了したので、成果品を添えて報告します。 

記 

１ 委託業務の名称 

  令和７年度ふくしま企業脱炭素化支援事業業務 

 

２ 契約金額  

             円 

  （うち、取引にかかる消費税及び地方消費税額       円） 

 

３ 委託業務の着手及び完了年月日   

着手：    年  月  日 

  完了：    年  月  日 

 

４ 成果品等 

  業務実施報告書、制作物等（別添のとおり、電子データ含む） 
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